	旅行業


経済政策への期待や、テーマパークの周年行事、有名神社の遷宮行事などもあり、国内旅行の取扱高は平成24年以降３年連続で増加している。海外旅行は、28年に入り円高に反転したが、前年にフランスなどでのテロの頻発が影響し、欧州を中心に低調が続く。
　異業種からの参入もみられる中、食農ビジネスへの展開など、異業種連携による新領域の確立が必須になると思われる。
業界概要

報酬を得て旅行業務を取り扱う旅行業等は、旅行業法に基づく登録制で、業務範囲の違いにより第１種から第３種の旅行業と旅行業者代理業の４つに分類される。第１種から第３種の旅行業は、海外・国内の受注型企画旅行（オーダーメイド旅行）や手配旅行の契約（従来の「代理・媒介・取次」）、及び他社の募集型企画旅行（パッケージ旅行）の代理販売（代売）を行うことができる。また、第１種は、海外・国内の募集型企画旅行を、第２種は国内の募集型企画旅行を扱うことができる。さらに、旅行業者代理業は、特定１社の契約旅行業者の代理として委託された旅行業務を行う。

なお、旅行業法の規制緩和により、19年には第３種旅行業者が業務範囲の限定など一定の条件下で募集型企画旅行を実施することが認められたほか、25年には限定された区域内での受注型・募集型企画旅行、及び手配旅行の取り扱いができる「地域限定旅行業」が創設された。

大阪の地位と特徴
全国の旅行業者数は、バブル経済の崩壊などから７年をピークに微減傾向が続いていたが、28年４月現在で第１種708社、第２種2,827社、第３種5,668社、旅行業者代理業779社、地域限定118社を合わせて10,100社と、３年ぶりに１万社を超えた。その要因には、ＯＴＡ（Online Travel Agent）と呼ばれる、インターネット上のみで取引を行う旅行会社の台頭が挙げられる。

大阪府では、第１種48社、第２種177社、第３種565社、旅行業者代理業73社が立地し、対全国比はそれぞれ、6.8％、6.3％、10.0％、9.4％となっている。事業者数では、東京都（2,405社）に次いで全国第２位の866社であるが、対全国比では上述のように第３種が最も高く、中小零細事業者の集積が厚いという特徴がある。一方、東京都の対全国比をみると、第１種が58.1％と圧倒的に高く、大手旅行会社の過半数が立地している。
国内は好調も海外は苦戦
ここ数年間の総取扱額を部門別にみると、概ね全体の６割を超える国内旅行については、24年は東日本大震災後の旅行自粛ムードや風評被害も薄れ、アベノミクスなど経済政策への期待に伴う株価の上昇や、ＬＣＣ（低費用航空会社）の運航開始、急激な円安による国内旅行への回帰などを背景に、プラスに転じた。25年は、東京ディズニーリゾート30周年のほか、伊勢神宮の式年遷宮や出雲大社の平成の大遷宮といったイベントが目白押しとなり、前年比18.3％増となった。その後も、26年のユニバーサル・スタジオ・ジャパン（ＵＳＪ）の一部エリアの新規開業・リニューアルや東海道新幹線開業50周年、27年の北陸新幹線開業なども相次ぎ、３年連続のプラスと好調である。
一方、海外旅行については24年秋以降の急激な円安の進行に加え、韓国元大統領の竹島上陸による日韓関係の悪化や韓流ブームの冷え込み、尖閣諸島国有化に伴う日中関係の悪化などを反映し、25年は一転して２桁の減少となった。さらに、27年はシャルリエブド襲撃事件をはじめ、日本人に人気のあるフランス、トルコなどでテロが頻発したことから、フランスやドイツなどの西欧を避ける傾向にある。代わって、ハワイ、シンガポール・マレーシア・台湾などのアジアや、海外よりも近場でリゾート気分が味わえる沖縄の人気が高いものの、海外旅行全体としては低調である。
　ところで、訪日外国人旅行（インバウンド）の動きをみると、24年に政治的関係の悪化から、中国や韓国からの旅行者が一時的に減少した。だがその後は、国内ＬＣＣ３社の運航開始を含む航空路線の拡大、円高基調から急激な円安への反転、クルーズ船の寄港増加、ＡＳＥＡＮ諸国に対するビザ発給要件の緩和（又は免除）などが追い風となり、中国、韓国、台湾、香港からの旅行者を中心に、著しい伸びを示した。なお、27年の訪日外国人客数は、前年比47.1％増の1,974万人と、日本人の海外旅行者数を45年ぶりに上回った。
直近の需要は天候や日並びの悪さもあり弱含み
中小旅行会社が中心の（一社）全国旅行業協会（ＡＮＴＡ）によると、28年７～９月期の国内旅行の取扱高は、前年同期比で微減となった。減少した要因として、熊本地震や北海道・東北などでの台風被害の影響が大きかったとみている。こうした中、政府が予算を投入した「九州ふっこう割（九州観光支援旅行券）」は、補助率の高さもあって人気を博している。ある中小企業では、そのあおりを受けて大阪方面のツアーの動きがやや鈍いとのことであった。
中小旅行会社は、地域の町会・自治会、老人会・婦人会、ＰＴＡ、企業の労働組合や親睦会といった団体が主な顧客であることが多く、長年の取引関係が構築されていることから、好不況による取扱高の変動は少ない。とはいえ、顧客の高齢化が進み、世代交代を機に取引を解消される場合もあるため、ある程度の新規顧客の開拓が必要となる。
大手旅行会社では、企業により明暗が分かれた。ある企業では、海外や九州からの変更先である沖縄、また北陸新幹線でアクセスが改善して注目された上高地などは活況であったが、災害や天候要因の影響が長引く九州や北海道、サミット前のＰＲ不足で盛り上がりに欠けた伊勢志摩、インバウンドの急増で宿泊施設の混雑と高料金が常態化した大阪で苦戦したことから、７～９月期の売上高は５％の減少となった。他の企業では、北海道や沖縄などでシルバーウィーク（ＳＷ）が飛び石連休となったことによる反動減や、リオデジャネイロオリンピック及び参院選による出控えなどのマイナス要因がみられた。一方で、27年の火山活動で敬遠された箱根・河口湖方面の回復や、新幹線開業で観光客の受け入れ態勢が整い盛り上がりをみせた北陸の健闘で、７～９月期は６％増となっている。
　海外旅行については、28年に入り円高基調が続くものの、ヨーロッパを中心にテロが頻発したことや、ＳＷの日並びの悪さなどが足を引っ張り、７～９月期は軒並み２桁の減少となっている。ただし、東アジア（韓国、台湾等）、東南アジア（シンガポール、マレーシア等）、ミクロネシア、南欧（イタリア、スペイン等）、中欧（チェコ、ハンガリー等）などは治安も安定しており、人気の高い目的地となっている。
インバウンドは、出発国の旅行会社と契約するため、国内旅行会社との金銭契約はほとんどないが、７～９月期は１～２割の増加で推移している。かつてのゴールデンルートから、最近は鳥取や島根、高知といった今まで訪れたことのない場所への観光が増えている。
海外旅行に注力するも奏功せず
商品価格は比較的安定しているが、26年４月１日から新運賃・料金制度が適用された貸切バスでは、料金上昇に伴い、幼稚園や小学校などの団体旅行でバスの利用を鉄道に切り替える動きもある。他方、海外旅行では原油価格の下落で燃油サーチャージが28年４月以降徴収されていないが、海外旅行需要を喚起する好材料にはなっていないようである。
当業界の収益率は企業間の格差が大きいが、７～９月期は概ね下落傾向にある。中には、顧客の心理的なハードルを下げよう（＝予約しやすくする）と、今夏の海外旅行商品の最少催行人数を引き下げたが奏功せず、収益を悪化させた例もあった。
設備投資は消極的
大手旅行会社では、店舗移転に伴う大規模な投資がみられるものの、中小企業ではせいぜい発券システムのリース契約更新程度のようである。なお、個人事業主が多い中小旅行会社では、高齢化による事業承継の際に旅行業登録を個人から法人に引き継ぐことが現行法上できない。そのため、法人として改めて登録申請するという費用負担が後継者に発生する。
女性の雇用環境改善に取り組む動きも
　雇用は規模によって状況が異なる。中小では常に不足状態にあり、社長自らが添乗員として現場に赴くこともある。他方、大手では毎年一定数の採用を行う企業が多い。なお、当業界は不況時に男性の応募が多くなり、好況時には減少するといわれる。しかし、近年は積極的に女性を採用し、女性のための制度や仕組みをより活用しやすくすることで、女性が働き続けられる環境づくりに取り組んでいる企業もある。
地方創生が新たな事業の１つに
大手では地方創生事業の一環として、各支店に配置された開発担当者が営業で培った人脈や地域の観光素材を活かし、交流・定住人口の増大や持続的な発展を意識した商品提案を行っている。また、ふるさと納税ポータルサイトの運営、山陰・瀬戸内のＤＭＯ（地域活性化のためのマネジメント組織）への専門人材の出向、大阪市・大阪府が共同実施する「芸術文化魅力育成プロジェクト」への事業提案など、地域活性化をテーマに他産業や地方自治体との連携が進められている。
今後の見通し
大阪府では、29年１月から宿泊料金が１万円以上のホテル・旅館の宿泊者に対して、100～300円の宿泊税を課税することが決まった。宿泊需要にどのような影響を与えるかは未知数であるが、業界では旅行費用の上昇を懸念しつつ、今後の動向を注視するようである。
このほか、介護施設の運営会社など、異業種からの参入も始まっている。10年先を見越した取組が必要だとの声もあるように、従来の旅行商品の販売だけでは市場が縮小することは避けられない。リピーターの利用が期待できるクルーズ船の商品化や、研修・招待旅行・国際会議などのＭＩＣＥに派生する観光も、もちろん有望な分野ではあるが、同時にそれら以外の領域も視野に入れる必要があろう。大手では、ＭＩＣＥそのものの運営を担うことや、食農ビジネスへの展開をみせる先駆的な動きもあり、今後の経営において異業種連携による新領域の確立が必須になると思われる。
（山本　敏也）
主要都府県の旅行業者数
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資料：（一社）日本旅行業協会『数字が語る旅行業2016』
（注）2016年4月1日現在。
旅行業者取扱額の推移（兆円、％）
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